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2 0 0 1 年第 3 四半期の連結事業概況について 

 

 
2001年第3四半期及び9ヶ月通期の決算ハイライト

業績概要

期別 第　3　四　半　期
科目 当期 構成比 前期 構成比 増減率 当期 構成比 前期 構成比 増減率

売 上 高 7,636 100.0 9,207 100.0 △ 17.1 23,976 100.0 24,882 100.0 △ 3.6

営 業 利 益 156 2.0 1,248 13.6 △ 87.5 571 2.4 2,656 10.7 △ 78.5

経 常 利 益 △ 44 △ 0.6 1,149 12.5 △ 103.8 △ 274 △ 1.1 2,462 9.9 △ 111.1

税 引 前 利 益 △ 1,405 △ 18.4 1,105 12.0 △ 227.1 △ 1,765 △ 7.4 2,395 9.6 △ 173.7

当 期 純 利 益 △ 1,651 △ 21.6 669 7.3 △ 346.8 △ 1,876 △ 7.8 1,563 6.3 △ 220.0

期別 第2四半期 第1四半期 第4四半期 第3四半期
科目 2001 2000 2001 2000 2000 1999 2000 1999

8,114 8,231 8,226 7,445 8,693 7,290 9,207 6,851

81 695 333 713 662 619 1,248 1,047

△ 277 623 47 690 505 268 1,149 947

△ 219 611 △ 141 679 237 △ 482 1,105 873

△ 131 459 △ 94 434 410 △ 356 669 710

2000 1999 1998 1997 1996

売 上 高 33,575 24,574 21,391 21,248 18,360
営 業 利 益 3,318 2,687 2,210 2,637 1,537
経 常 利 益 2,967 2,439 2,336 2,305 1,334

税 引 前 利 益 2,632 1,580 2,550 1,969 1,086

当 期 純 利 益 1,973 1,003 1,942 1,385 677

株 主 資 本 18,581 15,083 9,232 8,587 7,181

総 資 産 32,000 26,220 20,840 20,381 19,168

一株当り指標（円)

  利       益 163.43 101.56 205.07 146.25 71.48

  株 主 資 本 1,539.48 1,374.60 974.60 906.54 758.06

*為替換算調整勘定は資本の部に計上しています。

9ヶ月通期
(単位：百万円,%)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

当 期 純 利 益

売 上 高
営 業 利 益
経 常 利 益
税 引 前 利 益
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2 0 0 1 年第 3 四半期 C E O メッセージ 
 

9 月 11 日に起きた悲劇につきまして、被害に遭われた方々、そのご家族、ご友人の方に心よ

りお見舞い申し上げます。 

 

第 3 四半期を振り返りますと、当ｸﾞﾙｰﾌﾟを取り巻く環境は大変厳しいものでした。米国の経

済情勢は景気後退が色濃くなりました。、電子機器業界も昨年後半から始まった携帯電話、ﾊﾟｿｺ

ﾝなど生産調整の実施により、流通在庫は急激に縮小しているものと推定されるものの、最終需

要の立ち上がりが見られず、当面回復が期待しにくい状況が続くと見ています。一方、車載用電

子部品はｱﾒﾘｶを中心に新車販売台数が減少しているなか、自動車の電子化の流れを受け好調が続

いています。 

 2001 年第 3 四半期の売上高につきましては、車載用電子部品が 2 桁の増加となりましたが、

音響・映像機器用ｺｲﾙ、通信・情報処理機器用ｺｲﾙ、その他ｺｲﾙ、光電子事業、電磁気事業共に減

少し、前年同期比17.1%減の 7,636 百万円になりました。減収に伴う工場の稼働率低下により営

業利益は前年同期比 87.5%減の 156 百万円になり、経常利益は△44 百万円となりました。また、

景気回復を前提とした北米での事業計画を見直し、景気に左右されにくい収益体制を確立するた

めの思い切った再構築を決断しました。そのため米国会計原則の変更もあり、営業権の再評価を

前倒しし、営業権を一括償却 1,237 百万円し、特別損失に計上し当期純利益は△1,651 百万円と

なりました。 

当ｸﾞﾙｰﾌﾟは第 2 四半期同様、現在を次の成長拡大期に向けた踊り場と考えております。その

中で 8 月から “Revive Sumida”を実施し、ｸﾞﾙｰﾌﾟ内諸機能の集約化、Ｒ＆Ｄ、製造部門の再

編と原材料ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ及び北米事業の抜本的見直しを行いました。景気の回復を前提とせず、ｸﾞﾙｰ

ﾌﾟ内で世界に広がっている、いろいろな機能のﾌｫｰｶｽを基本にして、ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ規模を最小にする

ようﾘｾｯﾄしました。また、今後伸びていく分野への新規参入で業績を伸ばす体制作りを進めます。 

 基本線でありますｺｽﾄ対応力、企業体質の強化と中･長期的視野に立った投資の継続につきまし

ては、今第4 四半期も引き続き堅持いたします。その点からも“ Global, Speed & Focus 21（ｸﾞ

ﾛｰﾊﾞﾙ、ｽﾋﾟｰﾄﾞ、＆ ﾌｫｰｶｽ 21）”を中期的経営の基本方針として継続します。 

 規模の面の“One billion US dollar Company with Net Profit of 100 million US dollar” 

会社規模10 億ﾄﾞﾙを持ち、年間純利益 1 億ﾄﾞﾙ体制の確立という目標は持ちつづけますが、これ

を実現するために、当ｸﾞﾙｰﾌﾟのｺｱｺﾝﾋﾟﾀﾝｽという観点から、ｾﾞﾛﾍﾞｰｽに立ち返った事業の見直しを

進めています。 

常にｾﾞﾛﾍﾞｰｽに戻りながら事業の見直しを行う上で、事業環境、収益分野と今後ますます迅速

な対応、時には変身に近いものを求められるという時代認識に企業として対応できるよう、企業

価値の共有化を目的としたｽﾐﾀﾞｱｶﾃﾞﾐｰを第 4 四半期中にｽﾀｰﾄする予定です。これにより、ますま

す強い企業体質を持つ、集中する人間集団としての目標を実現するために邁進してまいります。 

 

“ G l o b a l ,  S p e e d  &  F o c u s  2 1 （ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ、ｽﾋﾟｰﾄﾞ、＆ﾌｫｰｶｽ 2 1 ）” 

Global･･･ 販売市場、人材／資材／資金調達を常に地球規模で考え実行する。 

Speed････ 常に変化する事業環境を先取りできるｽﾋﾟｰﾄﾞを持つ。 

Focus････ ｸﾞﾙｰﾌﾟ社員全員がみずからの責任を持ち、自分の力をﾌｫｰｶｽ（集中）すると

ころを明確にし、目的を明示し、着実に実行する。 

 

 

 

 
スミダグループＣＥＯ 八幡滋行 



 3

2 0 0 1 年第 3 四半期の連結業績概況について 

 

 2001 年第 3 四半期の電子機器業界は、昨年秋から始まった携帯電話、ﾊﾟｿｺﾝなど生産調整の実

施により、流通在庫の急激な縮小が推定されるものの、最終需要の立ち上がりが見られず、厳し

い状況が続いています。一方、車載用電子部品はｱﾒﾘｶを中心に新車販売台数が減少している中、

自動車の電子化の流れを受け好調が続いています。 

 2001 年第 3 四半期の売上高につきましては、車載用電子部品が 2 桁の増加となりましたが、

音響・映像機器用ｺｲﾙ、通信・情報処理機器用ｺｲﾙ、その他ｺｲﾙ、光電子事業、電磁気事業共に減

少し、前年同期比17.1%減の 7,636 百万円になりました。減収に伴う工場の稼働率低下、電磁気

事業の改善の遅れなどにより、営業利益は前年同期比87.5%減の 156 百万円になりました。営業

外費用に為替差損が計上されたことなどから経常利益は△44 百万円となり、営業権の一括償却

1,237 百万円の計上等により当期純利益は△1,651 百万円となりました。 

 

2 0 0 1 年 1 - 9 月通期の連結業績概況について 

 

2001 年 1-9 月通期は世界経済が停滞する中、ｱﾒﾘｶの同時多発ﾃﾛ事件をきっかけに更に混迷の

度合いを強めております。 

音響・映像機器は、世界的な消費の低迷を受け総じて軟調に推移しました。携帯電話は今年

夏場に底打ち感が見られましたが、ﾃﾛ事件後再び軟化傾向を辿っています。ﾊﾟｿｺﾝはｳｲﾝﾄﾞｳｽﾞ XP

対応機種向けに一部動きが見られますが、本格的な需要回復に繋がるのか予測し難い状況が続い

ています。一方、自動車機器分野では、ｱﾒﾘｶを中心に新車販売台数が減少する中、ABS、HID（ﾊ

ｲ・ｲﾝﾃﾝｼｨ・ﾃﾞｨｽﾁｬｰｼﾞ）ﾗﾝﾌﾟなど車載用電子部品は需要拡大が続いています。光電子関連部品に

つきましては、CD-ROM 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟから、DVD-ROM、DVD-R/W 用への世代交代が着実に進行して

います。 

ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟにおきましては、電子機器向けの標準ｺｲﾙではﾕｰｻﾞｰに密着し市場ﾆｰｽﾞを最大限採

り込む事業活動を展開すると同時に、次の市況回復に備えた新製品の開発に力を注いでまいりま

した。また、車載用電子部品では、ABS ｺｲﾙを中心とした既存品の拡販を強力に推進してまいり

ました。 

2001 年 1-9 月通期の売上高につきましては、日本、香港で車載用電子部品の好調が続き、ｴｱ

ｺﾝ向けを中心にその他ｺｲﾙが堅調に推移しましたが、音響・映像機器用ｺｲﾙ、通信・情報処理機器

用ｺｲﾙ、光電子事業、電磁気事業が伸び悩んだことから、前年同期比 3.6%減の 23,976 百万円と

なりました。 

利益面では、電磁気事業において再建策を講じているﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸｽ部門の改善が見られたものの,

比較的順調であったｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ部門の売上高が減少し収益が水面下に留まったこと、昨年の中国工

場の生産能力増強で固定費が増加したことなどにより、売上総利益は前年同期比 25.5%(1,881

百万円)減の 5,492 百万円となりました。 

販売費及び一般管理費では南仙台の研究開発ｾﾝﾀｰ（M ﾗﾎﾞ）の減価償却費発生、R&D 人員の充

実、円滑な世代交代に備えた社員の増強等で人件費が増加したことにより、営業利益は前年同期

比 78.5%(2,085 百万円)減の 571 百万円になりました。 

経常利益につきましてはｸﾞﾙｰﾌﾟ会社間の取引に伴う為替差損及び営業権償却により△274 百

万円となりました。また、北米事業のﾄﾞﾗｽﾃｨｯｸな再構築を決断し、再構築費用(107 百万円)及び

米国の会計原則の変更による営業権の一括償却(1,237 百万円)を特別損失に計上したことから

当期純利益は△1,876 百万円になりました。 
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セグメント情報 

 

 

　製　品　用　途　別　売　上　高

期別 第3四半期
当期 構成比 前期 構成比 増減率 当期 構成比 前期 構成比 増減率

音響・映像機器
用コイル 492 6.4 595 6.5 △ 17.3 1,332 5.5 1,658 6.7 △ 19.7

通信・情報処理
機器用コイル 3,060 40.1 3,887 42.2 △ 21.3 9,542 39.8 10,094 40.6 △ 5.5
その他コイル 475 6.2 517 5.6 △ 8.1 1,816 7.6 1,657 6.7 9.6
車載用電子部品 1,358 17.8 1,234 13.4 10.0 4,066 17.0 3,317 13.3 22.6
コイル事業計 5,385 70.5 6,233 67.7 △ 13.6 16,756 69.9 16,726 67.3 0.2

859 11.3 1,410 15.3 △ 39.1 2,782 11.6 3,337 13.4 △ 16.6
電磁気事業 1,392 18.2 1,460 15.9 △ 4.7 4,438 18.5 4,507 18.1 △ 1.5

-      0.0 104 1.1 △ 100.0 -      0.0 312 1.2 △ 100.0

7,636 100.0 9,207 100.0 △ 17.1 23,976 100.0 24,882 100.0 △ 3.6

事　業　別　セ　グ　メ　ン　ト　情　報

期別・科目 当期（9ヶ月通期） 前期（9ヶ月通期)
売上高 営業利益 利益率 売上高 営業利益 利益率

コイル事業 16,756 1,355 8.1 16,726 2,800 16.7

光電子事業 2,782 106 3.8 3,337 137 4.1

電磁気事業 4,438 △ 890 △ 20.1 4,507 △ 330 △ 7.3
その他事業 -      -      -      312 49 15.7

合計 23,976 571 2.4 24,882 2,656 10.7

製　品　仕　向　地　別　売　上　高

期別 第3四半期 9ヶ月通期
当期 構成比 前期 構成比 増減率 当期 構成比 前期 構成比 増減率

1,889 24.7 2,315 25.1 △ 18.4 6,069 25.3 6,599 26.5 △ 8.0

1,172 15.4 1,765 19.2 △ 33.6 4,170 17.4 4,581 18.4 △ 9.0

638 8.4 908 9.9 △ 29.7 1,881 7.8 2,093 8.4 △ 10.1

1,269 16.6 1,143 12.4 11.0 3,449 14.4 3,004 12.1 14.8
1,315 17.2 1,621 17.6 △ 18.9 3,995 16.7 4,648 18.7 △ 14.0

1,353 17.7 1,455 15.8 △ 7.0 4,412 18.4 3,957 15.9 11.5

7,636 100.0 9,207 100.0 △ 17.1 23,976 100.0 24,882 100.0 △ 3.6

(単位：百万円、%）

(単位：百万円、%）
9ヶ月通期

(単位：百万円、%）

事業名

合計

光電子事業

その他事業

コ

イ

ル

事

業

ＥＵ
合計

品目

仕向地

香港/中国
ＡＳＥＡＮ
台湾/韓国
ＮＡＦＴＡ

日本
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事業別状況 

 

ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの事業はｺｲﾙ事業、光電子事業、電磁気事業から構成されております。（2001 年 1-9

月通期の事業別状況をご説明するに当り、円での表示と同時に現地通貨での前年同期比の表示も

付け加えさせていただきます。現地通貨は、単一通貨の場合は当該現地通貨、複数の通貨に跨る

場合は US$換算での数値を採用しております。） 

1.ｺｲﾙ事業 

ｺｲﾙ事業の売上高は音響・映像機器用ｺｲﾙ、通信・情報処理機器用ｺｲﾙが減少したものの、車

載用電子部品、その他ｺｲﾙが好調であったことから、前年同期比0.2%増（現地通貨での前年同

期比 11.1%減）の 16,756 百万円になりました。 

利益面では、比較的好採算の通信・情報処理機器用ｺｲﾙが減少したこと、昨年の生産能力増

強で中国工場の固定費が増加したこと、昨年設立した R&D 施設・M ﾗﾎﾞの償却費が発生したこ

と、R&D 等人的資源の拡充を図り人件費が上昇したことから、営業利益は前年同期比51.6%減

の 1,355 百万円となりました。 

a)音響・映像機器用ｺｲﾙ 

2001 年 1-9 月通期の音響・映像機器用ｺｲﾙの売上高は前年同期比19.7%減（同 28.7%減）

の 1,332 百万円になりました。 

地域別に見ますと、日本は液晶ﾃﾚﾋﾞ向けｺｲﾙの引き合いが活発であったものの、DVC、ｵｰﾃﾞ

ｨｵ、VTR 向けが軟調に推移し、前年同期比 12.6%減の 619 百万円になりました。海外では、

香港がﾗｼﾞｵ、ｽﾃﾚｵ向けの縮小により前年同期比 20.8%減の 327 百万円、ASEAN はﾃﾚﾋﾞ、ｵｰﾃﾞ

ｨｵ向けの不振から前年同期比 29.2%減の 369 百万円に減少いたしました。 

b)通信・情報処理機器用ｺｲﾙ 

2001 年 1-9 月通期の通信・情報処理機器用ｺｲﾙの売上高は前年同期比5.5%減(同 16.1%減)

の 9,542 百万円になりました。 

使用製品別内訳では、ﾊﾟｿｺﾝ、PDA、ﾊﾟｿｺﾝ周辺機器用ｺｲﾙ・ﾄﾗﾝｽが前年同期比 23.4%減の

4,108 百万円と縮小したのに対して、ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ用ｲﾝﾊﾞｰﾀﾕﾆｯﾄは前年同期比 73.2%増の 2,137

百万円、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ用ｺｲﾙも前年同期比 11.1%増の 430 百万円と拡大しました。 

地域別では、日本がﾊﾟｿｺﾝﾒｰｶｰの生産調整から前年同期比4.3%減の 3,063 百万円、NAFTA

は、ﾊﾟｿｺﾝ、PDA ﾒｰｶｰ等のﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞの進行に伴い、前年同期比41.5%減の 765 百万円とな

りました。香港はﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ、携帯電話向けの停滞により、前年同期比 13.1%減の 1,655 百万

円、ASEAN は EMS 向けの軟化で前年同期比9.3%減の 1,137 百万円となりました。台湾はﾊﾟｿ

ｺﾝ用液晶ﾓﾆﾀｰの現地生産の拡大でｲﾝﾊﾞｰﾀﾕﾆｯﾄの引き合いが活発化し、前年同期比 20.7%増の

2,865 百万円と回復基調が続いています。 

c)その他コイル 

2001年1-9月通期のその他ｺｲﾙの売上高は前年同期比9.6%増(同2.8％減)の1,816百万円

になりました。 

企業の設備投資の手控えからFA 機器向けが減少しましたが、ｴｱｺﾝの冷暖房切り替え用4V

ｺｲﾙが急増し、給湯器向けも好調に推移しました。 

d)車載用電子部品 

2001 年 1-9 月通期の車載用電子部品の売上高は前年同期比22.6%増（同 8.8%増）の 4,066

百万円に拡大しました。主力の ABS ｺｲﾙが前年同期比 29.8%増の 2,395 百万円と成長が続い

ています。生産数量では、1998 年の 18,399 千個から 1999 年 39,398 千個、2000 年 47,471

千個に増加し、2001 年 1-9 月通期も前年同期比17.4%増の 41,112 千個に達しています。HID

（ﾊｲ・ｲﾝﾃﾝｼﾃｨ・ﾃﾞｨｽﾁｬｰｼﾞ）ﾗﾝﾌﾟ用ﾄﾗﾝｽも前年同期比 25.3%増の 322 百万円と好調が続いて

います。 

2.光電子事業 

2001 年 1-9 月通期の光電子関連部品の売上高は前年同期比 16.6%減(同 26.0%減)の 2,782

百万円になりました。DVD-ROM用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟは前年同期の 4倍の230百万円に回復しましたが、

主力の CD-ROM 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟが前年同期比 19.0%減の 1,956 百万円、光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ用ﾚﾝｽﾞﾎﾙﾀﾞｰ

等が前年同期比31.3%減の 596 百万円に縮小しました。労務費等工場経費の削減に努めました

が、営業利益は前年同期比 22.6%減の 106 百万円となりました。 
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3.電磁気事業（REMtech） 

2001 年 1-9 月通期における電磁気事業の売上高は前年同期比1.5%減（同12.6%減）の 4,438

百万円を計上いたしました。ﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸｽ、ｻｰｼﾞｱﾚｽﾀ-は円ﾍﾞｰｽで堅調に推移しましたが、ﾏｸﾞﾈﾃ

ｨｯｸｽ以外のﾊｲﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、ﾘｰﾄﾞﾘﾚｰは減少いたしました。  

昨年新規に開拓した顧客への納入が本格化し、新たな輸送ﾙｰﾄの確立で運賃が増加したこと、

先行投資的にﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸｽ部門の設備・人員の増強を図り減価償却費、人件費が増加したことな

どから、営業利益は△890 百万円となりました。 

 

今後の経営環境と事業展開方針 

 

続きまして、各ｾｸﾞﾒﾝﾄの今後の経営環境と事業展開方針につきましてご説明させていただき

ます。以下の記述は将来のｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの業績に関わる見通しを含んでおります。将来の見通しに

関する記述は、ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟが独自に判断し、経営の指針として採用しているものです。実際には、

世界各国の経済環境の変化、突発的な出来事など様々な要素により、見通しとは大きく乖離する

場合があります。これらの見通しに全面的に依拠されることはお控えいただくようお願い申し上

げます。 

1.ｺｲﾙ事業     

音響・映像機器の需要は世界的な消費の停滞を受け、液晶ﾃﾚﾋﾞなど一部製品を除き当面厳

しい環境が続くものと考えられます。通信・情報処理機器は、今年 8 月に携帯電話など一部

製品に底打ち感が見られましたが、ｱﾒﾘｶの同時多発ﾃﾛ事件後再び市況は軟調に推移しており

ます。携帯電話、ﾊﾟｿｺﾝを中心とした生産調整が昨年秋から1 年を経過し、流通在庫も相当減

少しているものと見られますが、世界的な需要低迷が続くものと見られるため、急速な市況

回復は想定しておりません。ｾｯﾄﾒｰｶｰの生産拡大が顕在化するのは、来年春以降になるものと

考えております。白物家電ではｴｱｺﾝが中国を中心に今後も成長する見込みですが、季節的な

要因により生産調整が暫く続くものと思われます。一方、自動車分野ではｱﾒﾘｶを中心に新車

販売台数が減少するものの、ABS、HID ﾗﾝﾌﾟ、EPS（ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸ・ﾊﾟﾜｰ・ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ）用ﾄﾙｸ角ｾﾝｻｰｺ

ｲﾙ、直噴ｴﾝｼﾞﾝ用ｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝｺｲﾙなど車載用電子部品は着実に増加する見通しです。  

標準ｺｲﾙにおきましては、ﾕｰｻﾞｰの技術部門に密着し市場ﾆｰｽﾞを最大限採り込む販売活動を

展開すると同時に、次の市況回復の時期に備え、小型・薄型化、ｴﾈﾙｷﾞｰの効率化、液晶ﾓﾆﾀｰ

の大画面化、次世代携帯電話に対応した新製品の開発に力を注いでまいります。また、車載

用電子部品では、既存製品の拡販に本格的に取り組んでまいります。特に、ABS ｺｲﾙにつきま

しては、今まで1 社の顧客に納入しておりましたが、他の外資系大手企業数社と協議を進め、

その内 1 社との商談が纏まりました。ｻﾝﾌﾟﾙ出荷・承認の後製造ﾗｲﾝが整い次第、2001 年後半

より生産・販売を開始する予定です。生産規模としては、昨年の生産個数の 4 割強に相当す

る年間 21,000 千個（5 年契約）を見込んでおります。 

ｺｲﾙ事業の製造現場では、徹底した原価低減に取り組んでおります。比較的原材料費の嵩む

ｲﾝﾊﾞｰﾀﾕﾆｯﾄの増加などが収益力低下の要因になっていましたが、2001 年後半から本格的な調

達価格の引き下げを実現いたしました。中国番禺工場の原材料購入額に占めるｺｽﾄ削減効果は、

月次ﾍﾞｰｽで 3 月の 4.7%から 8 月 9.6%、9 月 9.0%に高まっています。出遅れていた太平工場も

3 月の 0.6%から 8 月 9.0%、9 月 9.0%に上昇してまいりました。台湾のｲﾝﾊﾞｰﾀﾕﾆｯﾄの売上総利

益率は前年同期 8.1%と低水準で推移していましたが、ﾁｯﾌﾟ部品等の購入ｺｽﾄの削減により 2001

年は 19.3%に高まっています。今後も既存ｻﾌﾟﾗｲﾔｰとの交渉を活発化させると同時に、中国 2

工場を中心としたﾛｰｶﾙｻﾌﾟﾗｲﾔｰの開発育成、ｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽを重視した外注政策の実施等により、

更に原価低減を図ってまいります。工場経費、販売費及び一般管理費の削減にも引き続き注

力する方針です。 

2.光電子事業 

主力の CD-ROM 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟに関しましては、世代交代の進行で徐々に減少するものと考え

られます。一方、DVD-ROM 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟは、流通在庫の減少を背景に今後需要が拡大する見込

みです。DVD-ROM 用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟは昨年第 3 四半期から製造を始めましたが、週単位での製造ﾗ

ｲﾝの改善に努めたことにより、歩留率が大幅に上昇しております。また、将来の成長が見込

まれる DVD-R/W 用ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟの開発強化、生産体制の整備を進めてまいります。ﾕｰｻﾞｰに積極的
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に働きかけることにより、2002 年半ばからの DVD-R/W 用の生産開始を目指します。 

3.電磁気事業 

電磁気事業におきましては、再建策を強力に推し進めております。製造現場の人員数はﾋﾟｰ

ｸの今 4 月末の1,607 名から 9 月末には1,252 名まで減少し、労務費等の人件費も最大水準か

ら 2 割強を削減することができました。輸送費につきましては、原材料の空輸から船便への

切替え、配送ｾﾝﾀｰのﾒｷｼｺ側への変更を行なったことから、売上高に占める輸送費の割合はﾋﾟｰ

ｸの 13.3%から 7.6%にまで低下しました。また、原材料自体の調達も中国・番禺工場の専用ﾗｲ

ﾝでの内製化、ﾛｰｶﾙ化に取り組んでおります。 

この様なｺｽﾄ削減策を背景にﾏｸﾞﾈﾃｨｯｸｽ部門の収益は改善傾向を辿っていますが、ｱﾒﾘｶの通

信及び通信機器業界の低迷を受けｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ部門（ﾘﾚｰ､ｻｰｼﾞｱﾚｽﾀｰ）の売上高が減少したことか

ら全体の収益は水面下の状況が続いています。 

この様な状況の中、ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟにおきましては、次の再建策を実施する予定です。ﾏｸﾞﾈﾃｨｯ

ｸｽ部門では大手顧客数社向けの製造ﾗｲﾝを残し、他の顧客向けの製品はすべて中国の自社工場

及び外注先を利用した生産に切替え、更に大幅な人員削減を行ないます。ABS ｺｲﾙは、2001 年

5 月 403 千個、6 月 531 千個から 9 月 893 千個に拡大していますが、早期に月産2,000 千個体

制の実現を目指します。ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに関連する新製品につきましては、2001 年 9 月からISDN

用ﾄﾗﾝｽを量産化する予定でしたが、仕様の変更等の追加要求があり、現在交渉を継続してい

ます。量産の時期は確定しておりませんが、2002 年春を予定しています。ｘDSL 用のｱｲｿﾚｰｼｮ

ﾝ・ﾄﾗﾝｽは、通信及び通信機器業界の停滞により量産化には至っておりませんが、各ｾｯﾄﾒｰｶｰ、

IC ﾒｰｶｰ共に次の回復期に焦点を絞った技術改善を競っているため、ﾄﾗﾝｽﾒｰｶｰへの引き合いは

活発化しています。SAT（ｽﾐﾀﾞ・ｱﾒﾘｶ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ）は顧客の設計部門と共同で回路技術の改

善に携わっていますが、通信可能距離の延長という次世代の改善ﾃｰﾏでは、ﾄﾗﾝｽの巻線構造及

び組み立て構造の設計などﾄﾗﾝｽﾒｰｶｰの技術力に依存する割合が拡大しています。競合他社と

の差別化を図る好機と捉えております。 

ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ部門は製造・販売共に 2001 年 7 月に設立したｽﾐﾀﾞ・ﾗﾑﾃｯｸ・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（SRC）が

統括し、ﾘﾚｰ部門は現状の売上規模を維持しながら更に大幅な合理化策を実施いたします。ｻｰ

ｼﾞｱﾚｽﾀｰ部門では HID ﾗﾝﾌﾟ用GDT(ｶﾞｽ・ﾃﾞｨｽﾁｬｰｼﾞ・ﾁｭｰﾌﾞ)を開発し、車載用電子部品分野への

展開を図ってまいります。 

当四半期は、電磁気事業買収によって発生した営業権の残額 1,237 百万円を一括償却いた

しました。ｽﾐﾀﾞｸﾞﾙｰﾌﾟにおきましては、NAFTA 圏の経済ﾌﾞﾛｯｸ化に対応し、北ｱﾒﾘｶでの製造拠

点の速やかな確立を図るため、電磁気事業を買収しましたが、その時点において実際の買収

額と資産評価額との差額を超過収益力と認識し営業権として計上しました。5 年間での営業権

の償却を実施しておりましたが、ここにきて企業買収に伴う営業権の時価評価を促すｱﾒﾘｶの

会計原則の変更が行われたことから、一括償却を決定し、実施いたしました。更に、合理化

策の実施により、107 百万円の特別退職金を計上いたしました。今後、電磁気事業の収益化に

更に専念する方針です。 



 8

連結貸借対照表 

 

 

（単位：千円）

第3四半期末 決算期末

前期 前期

　科　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％ ％

Ⅰ 流　動　資　産
1. 現 金 及 び 預 金 4,293,912 5,843,519 4,892,637

2. 売 上 債 権 6,449,313 7,772,315 7,042,392

3. 棚 卸 資 産 3,447,174 3,934,896 4,366,458

4. そ の 他 1,828,659 898,098 1,144,792

5. 貸 倒 引 当 金 △ 92,638 △ 95,729 △ 78,797
流 動 資 産 合 計 15,926,420 53.9 18,353,099 57.3 17,367,482 54.3

Ⅱ 固　定　資　産

(1) 有形固定資産
1. 建 物 及 び 構 築 物 6,459,415 5,039,990 6,240,079

2. 機械装置及び運搬具 9,550,761 8,461,143 8,304,517

3. 工 具器 具及 び 備品 2,992,578 2,535,540 2,543,761

4. 土 地 1,255,768 1,285,127 1,285,904

5. 建 設 仮 勘 定 79,226 1,598,952 148,498

6. 減 価 償 却 累 計 額 △ 8,215,173 △ 8,187,527 △ 6,914,276
有 形固 定資 産 合計 12,122,575 41.0 10,733,225 33.5 11,608,483 36.3

(2) 無形固定資産

1. 借 地 権 587,509 537,349 572,532

2. 連 結 調 整 勘 定 49,671 115,884 99,329

3. そ の 他 110,847 1,615,533 1,598,847

無 形固 定資 産 合計 748,027 2.5 2,268,766 7.1 2,270,708 7.1

(3) 投資その他の資産

1. 投 資 有 価 証 券 314,412 234,560 241,314

2. そ の 他 439,301 452,815 511,824    

投資その他の資産合計 753,713 2.6 687,375 2.1 753,138 2.3
固 定 資 産 合 計 13,624,315 46.1 13,689,366 42.7 14,632,329 45.7

資 産 合 計 29,550,735 100.0 32,042,465 100.0 31,999,811 100.0

( 負　債　の　部　）

Ⅰ 流　動　負　債

1. 仕 入 債 務 1,921,397 2,976,031 2,781,023

2. 短 期 借 入 金 6,050,436 6,999,099 5,546,650

3. そ の 他 流 動 負 債 2,814,895 3,059,766 2,626,013
流 動 負 債 合 計 10,786,728 36.5 13,034,896 40.7 10,953,686 34.2

Ⅱ 固 定 負 債
1. 長 期 借 入 金 1,573,800 1,531,600 1,922,900

2. 退 職 給 与 引 当 金 -            310,742 314,558

3. そ の 他 固 定 負 債 237,413 83,111 227,177

固 定 負 債 合 計 1,811,213 6.2 1,925,453 6.0 2,464,635 7.7
負 債 合 計 12,597,941 42.7 14,960,349 46.7 13,418,321 41.9

( 少数株主持分　）

少 数 株 主 持 分 11,862 0.0 -            0.0 -            0.0

( 資　本　の　部　）

Ⅰ 資 本 金 5,375,711 18.2 5,375,711 16.8 5,375,711 16.8

Ⅱ 資 本 準 備 金 5,169,258 17.5 5,169,258 16.1 5,169,258 16.2

Ⅲ 連 結 剰 余 金 7,508,949 25.4 9,281,666 29.0 9,691,582 30.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 40,436 0.1 -            0.0 -            0.0

Ⅴ 為 替換 算調 整 勘定 △ 1,153,302 △ 3.9 △ 2,744,043 △ 8.6 △ 1,654,429 △ 5.2

Ⅵ 自 己 株 式 △ 120 △ 0.0 △ 476 △ 0.0 △ 632 △ 0.0
資 本 合 計 16,940,932 57.3 17,082,116 53.3 18,581,490 58.1

負 債 資 本 合 計 29,550,735 100.0 32,042,465 100.0 31,999,811 100.0

　　　　　　　期　　別

当期
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連結損益計算書 

 

 

（単位：千円）

期　　　別

　科　　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

％ ％ ％ ％

Ⅰ売 上 高 7,635,845 100.0 9,206,570 100.0 23,975,989 100.0 24,882,211 100.0

Ⅱ売 上 原 価 5,927,120 77.6 6,253,020 67.9 18,484,102 77.1 17,509,022 70.4

売 上 総 利 益 1,708,725 22.4 2,953,550 32.1 5,491,887 22.9 7,373,189 29.6

Ⅲ販売費及び一般管理費 1,552,528 20.4 1,705,463 18.5 4,921,361 20.5 4,717,229 19.0

営 業 利 益 156,197 2.0 1,248,087 13.6 570,526 2.4 2,655,960 10.7

Ⅳ営業外収益（費用）

受取利息及び配当金 27,297 49,805 88,020 128,564

支払利息及び割引料 35,991 29,332 93,689 82,848

為 替 差 益 ( 差 損 ) △ 102,985 △ 52,395 △ 454,475 1,536

営 業 権 償 却 109,203 87,269 319,520 260,670

その他の営業外収益(費用) 20,639 19,721 △ 65,081 19,735

営業外収益（費用）計 △ 200,243 △ 2.6 △ 99,470 △ 1.1 △ 844,745 △ 3.5 △ 193,683 △ 0.8

経 常 利 益 △ 44,046 △ 0.6 1,148,617 12.5 △ 274,219 △ 1.1 2,462,277 9.9

Ⅴ特 別 利 益 （ 損 失 ）

固 定 資 産 売 却 益 1,239 220 34,357 453

固 定 資 産 除 売 却 損 17,022 43,743 88,286 67,706

営 業 権 一 括 償 却 1,237,292 -         1,237,292 -        

特 別 退 職 金 106,575 -         198,216 -        

その他特別利益（損失） △ 1,249 -         △ 1,249 -        

特別利益（損失）計 △ 1,360,899 △ 17.8 △ 43,523 △ 0.5 △ 1,490,686 △ 6.3 △ 67,253 △ 0.3

△ 1,404,945 △ 18.4 1,105,094 12.0 △ 1,764,905 △ 7.4 2,395,024 9.6

245,809 3.2 435,767 4.7 110,761 0.4 832,290 3.3

△ 1,650,754 △ 21.6 669,327 7.3 △ 1,875,666 △ 7.8 1,562,734 6.3
当 期 利 益

前期
第3四半期 9ヶ月通期

当期当期 前期

税 引 前 利 益

法 人 税 等
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連結キャッシュ・フロー 

 

 

（単位：千円）

期別 決算期末

科目 日本 海外 連結消去 当期 前期
  

当期純利益 1,925,867 △ 1,116,188 △ 2,685,345 △ 1,875,666 1,972,650
減価償却費 276,990 2,758,173 △ 5,748 3,029,415 2,047,942

固定資産除売却損 36,086 42,680 9,520 88,286 327,730

売上債権の増減額 784,410 72,189 △ 194,563 662,036 △ 833,177

棚卸資産の増減額 118,698 971,161 △ 53,819 1,036,040 △ 1,032,600
仕入債務の増減額 △ 233,551 △ 1,060,730 173,553 △ 1,120,728 660,340

その他 △ 1,831,804 551,378 568,275 △ 712,151 △ 204,205

　 1,076,696 2,218,663 △ 2,188,127 1,107,232 2,938,680

有形固定資産の取得 △ 181,595 △ 1,675,453 91,204 △ 1,765,844 △ 4,197,263

有形固定資産の売却 442,303 4,134 △ 377,083 69,354 10,106

その他 △ 1,030,527 967,356 63,171 -             -             
　 △ 769,819 △ 703,963 △ 222,708 △ 1,696,490 △ 4,187,157

短期借入金純増減額 922,313 △ 197,523 -             724,790 251,074
長期借入金純増減額 △ 579,100 -             -             △ 579,100 359,200

配当金の支払額 △ 568,667 △ 2,167,203 2,482,403 △ 253,467 △ 230,426

その他 11,862 27,718 △ 39,580 -             -             

　 △ 213,592 △ 2,337,008 2,442,823 △ 107,777 379,848

-             130,298 △ 31,988 98,310 375,231

93,285 △ 692,010 -             △ 598,725 △ 493,398

595,596 4,297,041 -             4,892,637 5,386,035
688,881 3,605,031 -             4,293,912 4,892,637

    

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額

９ヶ月通期

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅴ.現金及び現金同等物の増減額

Ⅵ.現金及び現金同等物期首残高
Ⅶ.現金及び現金同等物期末残高

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー
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補足説明 

 

当社の業績及び財政状態を国際的会計基準で把握するため、米国財務会計基準(US-GAAP) 

基づく連結財務諸表を作成しております。 

連結損益計算書（非監査）の主要科目の数値は下記の様になっています。 

 

  １) 2001 年第 3 四半期連結業績 

 

 

  ２） 2001 年 9 ヶ月通期連結業績 

 

注：米国会計原則では営業権の償却費用は販売費及び一般管理費として処理 

されておりますが、日本会計原則では営業外費用として処理されています。 

この営業権の償却費用が、９ケ月通期において３２０百万円あります。 

(単位：百万円、%)
期別 9ヶ月通期

科目 US-GAAP 構成比 日本会計基準 構成比
売 上 高 23,976 100.0 23,976 100.0
営 業 利 益 154 0.6 571 2.4
経 常 利 益 △ 372 △ 1.6 △ 274 △ 1.1
税 引 前 利 益 △ 1,862 △ 7.8 △ 1,765 △ 7.4
当 期 純 利 益 △ 1,949 △ 8.1 △ 1,876 △ 7.8

(単位：百万円、%)
期別 第3四半期

科目 US-GAAP 構成比 日本会計基準 構成比
売 上 高 7,636 100.0 7,636 100.0
営 業 利 益 15 0.2 156 2.0
経 常 利 益 △ 77 △ 1.0 △ 44 △ 0.6
税 引 前 利 益 △ 1,437 △ 18.8 △ 1,405 △ 18.4
当 期 純 利 益 △ 1,675 △ 21.9 △ 1,651 △ 21.6


